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放射性物質の管理に係る関係法令

国土交通省

・Ｂ型輸送物の確認

（輸送物及び輸送方法）

・防護の措置が特に必要な放
射性物質等の確認

・放射性物質（電離作用を有
する放射線を自然に放射す
る物質）及びこれによって汚
染された物件

・放射性物質等の航空輸送

航空機の航行の安全及び航
空機の航行に起因する障害
の防止などを目的とする。

爆発物又は易燃性を有する
物件その他人に危害を与え、
又は他の物件を損傷するお
それのある物件で省令で定
めるものについて輸送を禁止
している。

航空法

厚生労働省

医薬品製造業の
許可（放射性医薬
品区分）

・放射性医薬品及
びその原料、材料
で医薬品製造業
許可を受けた製造
所に存するものに
限定

・放射性医薬品の
陸上輸送

医薬品、医薬部外
品、化粧品及び医
療機器の品質、有
効性及び安全性
の確保のために
必要な規制を行う
こと等により、保
健衛生の向上を
図ることを目的と
する。

放射性医薬品の
製造業の許可等
について定めてい
る。

薬事法

輸送及び輸送方法の技
術基準適合確認

エックス線装置、診療
用高エネルギー放射
線発生装置等の届出

使用の許可・届出

廃棄の業の許可

販売の業等の届出

運搬に関する措置
の技術基準適合確
認

等

日本船舶の堪航性及び
人命の安全を保持する
ことを目的とする。

放射性物質等の輸送に
係る収納、積載その他
の運送及び貯蔵に関す
る技術基準について定
めている。

医療を受ける者の利
益の保護及び良質か
つ適切な医療を効率
的に提供する体制の
確保を図り、もって国
民の健康の保持に寄
与することを目的とす
る。

診療の用に供する
エックス線装置を備え
たときその他厚生労
働省令で定める場合
の届出について定め
ている。

放射性同位元素、
放射線発生装置及
び放射性同位元素
によって汚染された
物の取扱いを規制
することにより、こ
れらによる放射線
障害を防止し、公
共の安全を確保す
ることを目的として
いる 。

目的

国土交通省

海上保安庁

放射性物質の海上輸送

船舶安全法

厚生労働省

放射性物質を取り扱
う病院、診療所

医療法

・放射性同位元素
の使用、廃棄等。た
だし、核燃料物質
等、薬事法の適用
を受けるもの等を
除く。

・放射性同位元素
等の陸上輸送

管理の対
象

関係省庁

関係法令

文部科学省

国土交通省 等

放射線障害防止法

１



医療機関 -
教育・研究機関 -
海外 432
ＲＩ協会 49
民間機関 28

医療機関 3
教育・研究機関 164
海外 1,866
ＲＩ協会 5,224
民間機関 16,539

医療機関 2
教育・研究機関 267
海外 17.646
ＲＩ協会 25,298
民間機関 6,762

Ｂ型輸送物：計509個Ａ型輸送物：計23,796個Ｌ型輸送物：計49,975個使用事業所 4,769
販売事業所 195
賃貸事業所 56
廃棄事業所 11

放射性物質の輸送実態（２００６年）

２

海外メーカー
米国・英国・仏国
加国・蘭国 他

成田空港・大井埠頭

国内メーカー

非密封線源：廃棄
密封線源：引取

納
品

納
品

廃引
棄取

引
取

納品

引取

納品

装置メーカー
ＲＩ協会

装備機器使用事業所病 院 大学・研究所

海外返却（密封線源）

輸入代理店（販売業者）

販売業者を介する場合がある

放射性医薬品メーカー
納品（原料）

届出販売業者

納
品

引
取

医療法（放射線照射装
置）、薬事法（医薬品）
、許可使用者、届出使
用者、表示付認証機
器届出使用者

許可使用者、届出使
用者、表示付認証機
器届出使用者

表示付認証機器
届出使用者

放射線障害防止法

許可使用者、
届出使用者

許可使用者、
届出使用者

許可使用者、
届出使用者、
薬事法（医薬
品の製造所）

放射線障害防止法

航空法

許可使用者、
届出使用者

船舶安全法

放射性物質の利用・流通の現状

許可廃棄事業者

放射線障害防止法対象事業所数（２００7年１０月現在）

（文部科学省放射線規制室）

（出典：Ｈ１８放射性同位元素輸送実態調査結果（国交省））※内訳は、荷送人別個数
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

事
業

所
総

数

医療機関     Hospitals & Clin ics

教育機関     Educational Organizations

研究機関     Research Institutions

民間企業     Industrial Firms

その他の機関 Other Organizations

総    数      Total

使用許可・届出事業所数（２００５年３月末）

民間企業
（41.0％）

医療機関

（18.6％）

その他機関

（17.0％）

研究機関

（12.9%)

教育機関

（10.5％） 総事業所

４５８３事業所

使用許可・届出事業所数（２／２）

使用許可・届出事業所数の年度推移

放射線障害防止法の規定に基づいた、使用許可事業所及び届出事業所数(２００５年３月末)

３

出典：放射線利用統計２００５（（社）日本アイソトープ協会）



７７８その他機関：

主な業種

化学３４０（18.1％）、計測サービス３１５
（16.8％）、パルプ・紙１５８（8.4％）

１８８０民間企業：

民間の工場及び作業場。附属研究所、試
験所及び付属病院を除く

大学附属 ５８

国立・独立行政法人 ９０

公立 １１５

特殊法人・公益法人 ６５

私立 ２６２

５９０研究機関：

国立、公立、特殊法人、公益法人等の研
究所並びに教育機関または民間企業の
附属研究所、試験所、研究施設

大学４６１

国立・独立行政法人 ２４８

公立 ３７

私立 １７６

短大・高専 ２２

４８３

（大学：４６１

短大・高専：２２）

教育機関：

学校教育法に基づく学校（大学にあって
はその学部）。大学の付属病院及び附属
研究所・試験所・研究施設等を除く

総数

医療機関：

医療法に基づく病院及び診療所（教育機
関及び民間企業の付属病院並びに診療
所を含む

施設 事業所数

４５８３

病院８５０

国・独立行政法人 １６７

公的 ３６７

医療法人及び個人 １８４

その他 １３２

診療所２

８５２

（病院：８５０

診療所：２）

使用許可・届出事業所数（１／２）

放射線障害防止法の規定に基づいた、使用許可事業所及び届出事業所数(２００５年３月末)

４出典：放射線利用統計２００５（（社）日本アイソトープ協会）



販売・賃貸事業所数の推移（販売・賃貸の形態別、年度別）

構成比
（％）

2005年
3月

2004年
3月

2003年
3月

2002年
3月

2001年
3月

2000年
3月

1999年
3月

業種

2 2 2 2 2 2 3 賃 貸 業

16.1 20 18 19 21 23 23 24 輸入業者

66.1 82 80 83 104 103 112 112 装置・機械製造販売業者

15.3 19 26 24 23 18 37 39 加工・詰替業者

2.4 3 3 4 4 2 3 3 製造販売業者

100%124 127 130 152 146 175 178 販 売 業 （ 総 数 ）

放射線障害防止法の規定に基づいて、放射線同位元素を業として販売又は賃貸の届出された事業所

５

販売業総数

１２４事業所
装置・機械製
造販売業者
（66.1％）

輸入業者
（16.1％）

加工・詰替業者
（15.3％）

製造販売業者
（2.4％）

出典：放射線利用統計２００５（（社）日本アイソトープ協会）

２００５年３月末



民間企業における使用許可・届出事業所数（業種別）（２００５年３月末）

構成比
（％）総数

業種

13.0 244 その他

16.8 315 その他計測サービス

2.7 50 非 破 壊 検 査

2.0 38 電 機 ・ ガ ス

5.9 110 そ の 他 製 造

2.1 39 精 密 機 器

1.1 21 輸 送 用 機 器

5.3 100 電 気 機 器

2.4 46 機 械

1.1 20 金 属 製 品

2.2 41 非 鉄 金 属

4.3 80 鉄 鋼

1.5 28 ガラス・土石製品

1.3 24 ゴ ム 製 品

3.8 71 石油・石炭製品

18.1 340 化 学

8.4 158 パルプ ・ 紙

2.7 51 繊 維

4.0 75 食 料 品

1.0 19 建 設

0.5 10 鉱 業

100%1,880 総 数
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ｽﾗﾌﾞ位
置検出

器

-

1

-

1

-

-

-

-

1

1

1

15

2

-

-

1

1

-

-

-

-

24

水分
計

7

1

1

-

5

-

2

2

-

-

2

7

-

2

7

14

22

1

-

1

-

74

密度
計

4

-

1

-

9

-

1

1

-

1

2

22

5

1

22

48

34

9

1

1

1

163

レベ
ル計

8

1

-

1

30

3

2

16

2

4

15

39

6

17

22

81

149

33

-

1

2

432

厚さ
計

197

299

3

16

39

20

11

49

21

9

13

12

12

6

16

165

16

13

71

15

7

1010

ｶﾞｽｸﾛﾏ
ﾄｸﾞﾗﾌ

-

-

-

3

-

-

-

1

-

-

-

4

1

-

21

11

1

-

-

-

-

42

硫黄
分析
計

1

-

-

-

13

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

14

たばこ
量目制
御装置

171

1010

647

15-

74

52

-4

104

49

14

63

1214

4-

--

102

51

21

2-

--

--

--

116106

その
他

非破壊
検査装

置

６出典：放射線利用統計２００５（（社）日本アイソトープ協会）



主な放射線同位元素装備機器の使用許可・届出台数（２００５年３月末）

その他
の機関

民間
企業

研究
機関

教育
機関

医療
機関

総数機器の種類

195 1,817 32 41 2 2,087 その他

----6 6 
骨 塩 定 量
分 析 装 置

-165 ---165 硫黄分析計

637 985 752 228 8 2,610 ［その他］

722 938 266 144 7 2,077 ［表示付］

1,359 1,923 1,018 372 15 4,687 
ガスクロマト

グラフ(総数)        

-86 2 --88 水分計

1 529 32 25 -587 密度計

-1,399 1 --1,400 レベル計

7 2,550 16 --2,573 厚さ計

1,562 8,469 1,101 438 23 11,593 総 数 （台）

装備機器 総数

１１，５９３

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ
（40.4％）

厚さ計
（22.2％）

レベル計
（12.1％）

密度計
（5.1％）

その他
（20.2％）

放射線発生装置の使用許可台数（２００５年３月末）

その他
の機関

民間
企業

研究
機関

教育
機関

医療
機関

総数
発生装置

--1--1 プラズマ発生装置

-3142432 マイクロトロン

-99--18変圧器型加速装置

2282623-79
コッククロフト・ワル

トン加速装置

1-2416-41 
ファン・デ・グラーフ

加速装置

--2-13ベータトロン

30643917813963 直線加速装置

-----
-
-

シンクロサイクロト
ロン

14175330 シンクロトロン

23216186137サイクロトロン

36140135669271,304総 数(台）

発生装置 総数

１，３０４

直線加速装置
（73.8％）

サイクロトロン
（10.5％）

ｺｯｸｸﾛﾌﾄ・ﾜﾙﾄﾝ加
速装置（6.1％）.

その他（9.6％）.

出典：放射線利用統計２００５（（社）日本アイソトープ協会） ７



使用許可・届出事業所の利用形態（２００５年３月末）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他の機関

民間企業 

研究機関

教育機関

医療機関

総数

非・密・発

密・発

非・発

非・密

発のみ

密のみ

非のみ

非：密封されてない放射性同位元素

密：密封された放射性同位元素

発：放射線発生装置

非のみ密のみ発のみ非・密非・発密・発非・密・発

164265141062831研究機関

160119151593522教育機関

117321715003その他の機関

118140427225122医療機関

4082,89848331622270186総数

621,701333410328民間企業

８出典：放射線利用統計２００５（（社）日本アイソトープ協会）



128,966,142,196

5,550

72,180

-

832,500

-

523,142,000

1,480,000

-

-

746,770

3,394,994

-

-

-

10,434

1,400,820

1,119

393,495

128,434,661,039

1,295

-

-

民間企業

10,595,525,228

-

100

999

-

-

10,360,000

-

-

-

185

2,960

51,138

925

-

-

-

3,741

-

10,585,100,000

2,960

-

2,220

研究機関

835,526

-

-

-

-

-

740,000

-

-

-

-

-

76,417

740

-

-

-

54

-

-

16,835

-

1,480

教育機関

373,823,024

102

-

-

-

377,215

147,902,024

-

18,500

-

-

2,590

2,064,896

-

-

-

-

51,697

-

223,406,000

-

-

-

医療機関

-3,700２２Ｎａ

--５５Ｆｅ

-21,090５７Ｃｏ

1,848,600,000141,091,767,039６０Ｃｏ

-15,725６３Ｎｉ

-56,611６８Ｇｅ

-1,400,820８５Ｋｒ

-10,434９０Ｓｒ

--１０９Ｃｄ

-1,665１１９ｍＳｎ

-2,192,451１２５Ｉ

2,9603,403,504１３７Ｃｓ

-746,955１４７Ｐｍ

-0１５１Ｓｍ

-18,500１５３Ｇｄ

-1,480,000１６９Ｙｂ

-682,144,024１９２Ｉｒ

-377,215１９８Ａｕ

370832,870２４１Ａｍ

-999２４１Ａｍ+Ｂｅ

-72,280２５２Ｃｆ

141,784,929,304

5,652

総数

1,848,603,330合計

その他

その他の機関核種

主な密封アイソトープの供給量の推移（核種別、２００６年度）
単位：MBｑ

総数(MBq)

141,784,929,304

６０Ｃｏ

（99.5 ％）

１９２Ｉｒ

（0.4 ％）

９
出典：アイソトープ等流通統計２００７（（社）日本アイソトープ協会）



放射線利用機器に用いられる密封放射線源

密度計の一種９０Ｓｒタバコ量目計

５７Ｃｏ、１１９ｍＳｎﾒｽﾊﾞｳｱｰ効果測定装置

１２５Ｉ、１５３Ｇｄ骨塩定量分析装置

６３Ｎｉ（まれに３H）ＥＣＤｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ装置

中性子源２５２Ｃｆ、２４１Ａｍ-Ｂｅ水分計

５５Ｆｅ、１０９Ｃｄ、２４１Ａｍ蛍光Ｘ線分析装置

透過型２４１Ａｍ

励起型５５Ｆｅ硫黄計

１３７Ｃｓ、 ６０Ｃｏ密度計

６０Ｃｏ、１３７Ｃｓレベル計

低エネルギーβ線（紙）８５Ｋｒ、１４７Ｐｍ

低エネルギーγ線（薄い鋼板）２４１Ａｍ

高エネルギーβ線（薄い鋼板）９０Ｓｒ

高エネルギーγ線（厚い鋼板）６０Ｃｏ、１３７Ｃｓ厚さ計

１９２Ｉｒ、 ６０Ｃｏ、１３７Ｃｓ非破壊検査（ラジオグラフィ）

備考放射性核種機器の名称

出典：初級放射線（通商産業研究社）
１０



主な非密封アイソトープの供給量の推移

（核種別、機関別２００６年度）

単位：MBｑ

2,165847,656765,562509,87798,1862,223,446合 計

19571,8801,7993,8707,751その他

-6292,1831,036-3,848２０１Ｔｌ

--003737１４１Ｃｅ

511134-123１３７Ｃｓ

--4,070--4,070１３３Ｘｅ

2515,4582,5563,139-21,178１３１Ｉ

-147,92222,68025,716674196,991１２５Ｉ

-740936--1,676１２３Ｉ

-744071,258-1,739１１１Ｉｎ

100-44-108１０９Ｃｄ

1,44337014,80016,946-33,559９９ｍＴｃ

-8,3255,55052,73074,000140,605９９Ｍｏ

--629296-925８６Ｒｂ

5-11310-128８５Ｓｒ

-623,080284--623,364８５Ｋｒ

--764185-949７５Ｓｅ

-1,11044073701,891６８Ｇｅ

-7030888-1,591６７Ｇａ

--7526-101６５Ｚｎ

--437-41６３Ｎｉ

5133--39６０Ｃｏ

2-27372-400５９Ｆｅ

---148-148５７Ｃｏ

4-372222-598５５Ｆｅ

--9218-228５４Ｍｎ

1923,40418,44653,9403,38679,368５１Ｃｒ

--1,0311,369-2,400４５Ｃａ

-19653,212114,5171,727169,652３５Ｓ

--43,3403,456-46,796３３Ｐ

1857,724127,131171,1922,086308,317３２Ｐ

--208178-386２２Ｎａ

--14,6158,510-23,125１８Ｆ

422,853264,4743,858235291,424１４Ｃ

-15,061185,61147,41511,803259,8903Ｈ

その他の機関民間企業研究機関教育機関医療機関総数
機関

総数(MBq)

2,223,446

85Kr

（28.0％）

32P

（13.9％）

14C

（13.1％）

3H

(11.7％）

125I

(8.9％）

その他

（24.4％）

１１

出典：アイソトープ等流通統計２００７

（（社）日本アイソトープ協会）



アイソトープ廃棄物処理数量（種類別、年度別）

200420032002200120001999199819971996199519941960～
1993種類

--30-94322---501995,135非圧縮性不燃物

1,4843,4552,4033,8442,1165,0791,5701,1631,2191,1775,51731,522フ ィ ル タ ー

------18-381310329有 機

--1274594--4610075751,729無 機

液 体

-----------31ホルマリン動物

-25100--2575255069-948乾 燥 動 物

-----------168ス ラ リ ー

234821,2351,4131,9542,2973,2551,6061,1342,0902,45667,804不 燃 物

4,4554,6874,9895,5675,0086,3804,8905,4086,2956,5676,66713,393難 燃 物 *

1682801734922516725811,2051,4791,00474520,824可 燃 物

固 体

6,1308,9299,05711,36110,36614,47510,3899,45310,31511,04515,669141,883総 数 Total 

単位：200L容器換算本数

１２

出典：放射線利用統計２００５（（社）日本アイソトープ協会）

＊：ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾁｭ -̂ﾌﾞ、ﾎﾟﾘﾊﾞｲｱﾙ、ﾎﾟﾘｼｰﾄ、ｺﾞﾑ手袋等、燃やしにくいもの

（ｼﾘｺﾝ、ﾃﾌﾛﾝは含まない。）



アイソトープ廃棄物集荷数量（機関別、種類別）（２００４年度）

775234244171224その他機関

14,31315,72816,63616,13318,455総数

8341,1061,5241,1981,532民間企業

4,1875,2384,7684,6177,180研究機関

2,5342,6183,1383,2072,747教育機関

5,9746,5326,9636,9406,772医療機関

２００４２００３２００２２００１２０００機関

医療機関

（4１.７％）

教育機関

（17.8％）

研究機関

（29.3％）

民間企業

（5.8％）

総量

（２００L容器換

算本数）

１４，３１３本

総量

（２００L容器換

算本数）

１４，３１３本

固体（可燃物）

（8.1％） 固体（難燃物）

（42.3％）

固体（不燃物）

（9.9％）

その他（3.9％）

フィルター

（28％）

非圧縮性不燃物

（7.6％）

１３出典：放射線利用統計２００１～２００５（（社）日本アイソトープ協会）

その他機関

（5.4％）

アイソトープ廃棄物集荷数量（事業所別）の推移

単位：200L容器換算本数

566504590509512その他

1,0911,3788929983,207非圧縮性不燃物

14,31315,72816,63616,13318,455総数

4,0083,9604,5524,4564,083フィルター

1,4241,5811,6281,5201,532固体（不燃物）

6,0587,0377,6107,3557,791固体（難燃物）

1,1661,2681,3641,2951,330固体（可燃物）

２００４２００３２００２２００１２０００種類

アイソトープ廃棄物集荷数量（種類別）の推移
単位：200L容器換算本数


